
議案第１５５号

　　　平成２６年度川崎市下水道事業会計決算認定について

　　　　　　　　　　　　平成２７年 ９ 月 １ 日提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

平成２６年度川崎市下水道事業会計決算について、地方公営企業法第３０条

第４項の規定により、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。



平 成 ２６ 年 度 川 崎 市 下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１）収益的収入及び支出

  収   入

第１款

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　　1,688,726,489円  

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　 　　 6,602,992円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税   　   6,051,886円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

第１款 44,455,282,000 0 0 44,455,282,000 44,455,282,000 △ 1,531,206,278

第１項 営 業 費 用 34,524,443,000 0 0 34,524,443,000 34,524,443,000 △ 211,298,169 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 9,028,298,000 0 0 9,028,298,000 9,028,298,000 249,872,198 ※２

第３項 特 別 損 失 882,541,000 0 0 882,541,000 882,541,000 △ 1,589,780,307 ※３、５

第４項 予 備 費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税      557,411,009円        

  ※２　うち仮払消費税及び地方消費税　 　 459,977,314円

  ※３　うち仮払消費税及び地方消費税　 　 　　925,998円

  ※４　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　1,035,305,706円

　※５　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　1,653,566,058円

0 0 0 2,472,321,307 0

0 0 0 0 0

0 0 0 34,735,741,169 0

0 0 0 8,778,425,802 0

円 円

下 水 道 事 業 費用 0 0 0 45,986,488,278 0

に よ る

に よ る 繰 越 額

繰 越 額

円 円 円 円

流
用
増
減
額

小   計

地方公営

合     計

企業法第

企業法第 26条第2

26条第2 項の規定

項の規定

※３

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

地方公営

不  用  額

備

考
当初予算額 補正予算額 予備費支出額

1,010,000 0 0 1,010,000 130,021,188 129,011,188

8,956,796,000 0 0 8,956,796,000 9,352,140,232 395,344,232 ※２

37,011,485,000 0 0 37,011,485,000 36,666,832,121 344,652,879

下 水 道 事 業 収益 45,969,291,000 0 0 45,969,291,000 46,148,993,541 179,702,541

※１

備     考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第24条

合     計第3項の規定による支
決算額の増減

出額に係る財源充当額

円 円 円 円 円 円

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

予算額に比べ



（２）資本的収入及び支出

  　収   入

地方公営企業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰越額に係る

繰越額に係る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

（1）翌年度へ繰下発行

  第１項 34,405,000,000 0 34,405,000,000 38,884,000,000 33,485,000,000 △ 5,399,000,000

（2）不用額

  第３項 5,004,800,000 0 5,004,800,000 6,986,920,000 4,386,425,000 △ 2,600,495,000

  第４項 20,000 0 20,000 20,000 7,324,666 7,304,666

  第５項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

  第７項 4,441,260,000 0 4,441,260,000 4,441,260,000 4,441,250,000 △ 10,000

  第９項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

10,000 0 △ 10,000
資 本 的 収 入

  第10項
そ の 他

10,000 0 10,000 0 0

投 資 収 入 0 0

507,000 0 △ 507,000  第８項
固 定 資 産

507,000 0 507,000 0 0
売 却 代 金

基 金 繰 入 金 0 0

30,000 0 △ 30,000
貸付事業収入

  第６項
水 洗 便 所 等

30,000 0 30,000 0 0

負 担 金 0 0

寄 附 金 0 0

国 庫 補 助 金 1,982,120,000 0

出 資 金
  第２項

一 般 会 計
3,546,848,000 0 3,546,848,000 0

365,000,000円

0 3,546,848,000 3,250,665,853 △ 296,182,147

  する額

企 業 債 4,479,000,000 0 5,034,000,000円

資 本 的 収 入 ※企業債収入減額内訳
0 53,859,615,000 45,570,665,519 △ 8,288,949,481

備    考
当初予算額 補正予算額 小      計

継 続 費 逓 次

合    計

予算額に比べ

第１款
下 水 道 事 業

47,398,495,000 0 47,398,495,000 6,461,120,000

決算額の増減

財 源 充 当 額

円 円

区       分

                                予                  算                  額

決  算  額



  　支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  第１項 17,118,817,000 0 0 0 17,118,817,000 6,540,000,000 0 23,658,817,000 15,586,042,058 6,998,000,000 0 6,998,000,000 1,074,774,942 ※１

  第２項 44,628,166,000 0 0 0 44,628,166,000 0 0 44,628,166,000 44,628,165,900 0 0 0 100

  第４項 2,943,390,000 0 0 0 2,943,390,000 0 0 2,943,390,000 2,943,380,000 0 0 0 10,000

  第５項 10,000,000 0 0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税 　　　　926,334,480円

　資本的収入額（翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額 5,288,000円は除く。）が資本的支出 　　  額に不足する額 17,592,210,439円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

 678,025,776円、繰越工事資金 78,880,000円、減債積立金 858,206,702円及び当年度分損益勘定留保資　    金 15,977,097,961円で補てんした。

0 0 30,000
貸付事業費

投 資

0 0

予 備 費

30,000 0 0 30,0000  第３項
水洗便所等

30,000 0 0

0 6,998,000,000 1,084,815,042
資 本的支出

建設改良費

63,157,587,958 6,998,000,000

償 還 金

64,700,403,000 6,540,000,000 0 71,240,403,0000第１款
下水道事業

64,700,403,000 0 0

区       分

                                 予                    算                    額

決  算  額

翌 年 度 繰 越 額

予備費

第26条の規定に 逓  次 第26条の規定に 逓  次

支出額

よ る 繰 越 額 繰越額 よ る 繰 越 額 繰越額

地方公営企業法 継続費

不  用  額 備考
当初予算額 補正予算額

流
用
増
減
額

小   計 合     計合     計

地方公営企業法 継続費



（単位  円）

１

（１） 22,107,002,701

（２） 12,706,396,948

（３） 84,878,303

（４） 20,647,318

（５） 59,180,362 34,978,105,632

２

（１） 1,165,312,684

（２） 1,084,505,596

（３） 4,503,535,489

（４） 122,961,817

（５） 84,878,303

（６） 108,542,597

（７） 11,555,098

（８） 1,505,063,583

（９） 1,127,130,938

（10） 23,824,431,706

（11） 547,616,700

（12） 92,795,649 34,178,330,160

799,775,472

３

（１） 123,130,656

（２） 842,027,052

（３） 8,229,638,236

（４） 150,741,400 9,345,537,344

受 取 利 息 及 び 配 当 金

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

プ ー ル 事 業 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

総 係 費

そ の 他 営 業 収 益

プ ー ル 事 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

水 質 指 導 費

受 託 事 業 費

普 及 促 進 費

貸 付 助 成 事 業 費

業 務 費

受 託 事 業 収 益

平成２６年度川崎市下水道事業損益計算書
（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

一 般 会 計 負 担 金



４

（２） 122,518,533 8,318,448,488 1,027,088,856

1,826,864,328

５

（１） 123,969,302 123,969,302

６

（１） 1,681,636,060

（２） 789,759,249 2,471,395,309 △2,347,426,007

520,561,679

184,507,583

858,206,702

522,152,606

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

（１）
支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 8,195,929,955

営 業 外 費 用



下水道事業剰余金計算書

平成２７年３月３１日まで）

（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

△ 520,561,679

0 33,030,221 23,191,373,853 2,163,658,706 522,152,606

0 0 △ 520,561,679 △ 520,561,679

当年度末残高 110,502,043,974 4,799,387,905 0 18,358,955,727

0 0

当年度純損失 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 △ 858,206,702 858,206,702

2,685,811,312 136,379,229,1390

△ 331,170,009,311 0 0 0 △ 331,170,009,311

減債積立金の取崩し 0 0 0 0

繰延収益への振替 0 △ 88,200,931,478 △ 1,329,668,666 △ 238,126,801,338 △ 475,352,154 △ 2,936,366,080 △ 100,889,595

0 0 0

0 0 0 0 3,250,665,853

負債への振替 △ 302,775,824,321 0 0 0 0 △ 302,775,824,3210 0 0

一般会計出資金の受入れ 3,250,665,853 0 0 0 0 0 0

△ 475,352,154 △ 2,936,366,080 △ 100,889,595

354,361,383,164 3,021,865,408 184,507,583 3,206,372,991 767,594,958,597

当年度変動額 △ 299,525,158,468 △ 88,200,931,478 △ 1,329,668,666 △ 238,126,801,338 △ 520,561,679 △ 631,215,729,458△ 331,170,009,311 △ 858,206,702 337,645,023

処分後残高 410,027,202,442 93,000,319,383 1,329,668,666 256,485,757,065 475,352,154 2,936,366,080 133,919,816

0 0 0

0 2,163,658,706 △ 2,163,658,706 0 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0 0 00 2,163,658,706 △ 2,163,658,706

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

354,361,383,164 858,206,702 2,348,166,289 3,206,372,991

平成２６年度川崎市

（平成２６年４月１日から

資本金

剰余金

767,594,958,597

前年度処分額 0 0 0 0 0 00 2,163,658,706 △ 2,163,658,706

前年度末残高 410,027,202,442 93,000,319,383 1,329,668,666 256,485,757,065 475,352,154 2,936,366,080 133,919,816

資本合計

資本剰余金 利益剰余金

受贈財産
評価額

寄附金
未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

資本剰余金
合計

減債積立金国庫補助金 県補助金 負担金
その他

資本剰余金

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

処分後残高 110,502,043,974 23,191,373,853 522,152,606

議会の議決による処分額 0 0 0

当年度末残高 110,502,043,974 23,191,373,853 522,152,606

平成２６年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,177,620,617

イ 47,737,516,289

△26,269,669,913 21,467,846,376

ウ 843,901,916,026

△331,709,062,319 512,192,853,707

エ 164,047,692,540

△92,829,366,799 71,218,325,741

オ 6,990,788

△6,630,720 360,068

△696,153,952 255,066,222

キ 62,728,055

△7,611,335 55,116,720

ク 23,022,268,406

672,389,457,857

（２）無形固定資産

ア 17,026,148

イ 6,287,500

ウ 2,215,828

25,529,476無 形 固 定 資 産
合 計

カ
工 具 器 具
及 び 備 品

951,220,174

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産
合 計

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

平成２６年度川崎市下水道事業貸借対照表
（平成２７年３月３１日）

固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具



（３）投資その他の資産

ア 33,030,221

イ 4,355,868

△4,355,868 0

ウ 13,376,540,000

13,409,570,221

685,824,557,554

２

（１） 4,458,647,284

（２） 10,496,263,757

△89,273,380 10,406,990,377

（３） 1,024,620,000

（４） 9,341,689

15,899,599,350

701,724,156,904

         負  債  の  部

３

（１）

イ 71,931,000,000

319,534,483,513

（２） 47,747,831

（３）

ア 307,369,011

307,369,011

319,889,600,355

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

247,603,483,513

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退職給付引当金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

その他流動資産

基 金

破産更生債権等

貸 倒 引 当 金

公債償還準備金

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金



４

（１）

イ 4,201,000,000

44,638,674,908

（２） 12,914,718

（３） 11,356,807,418

（４） 48,894,323

（５） 327,417,354

（６） 3,644,570

（７）

ア 241,974,244

241,974,244

56,630,327,535

５

（１）

ア 89,035,489,975

△37,049,288,140 51,986,201,835

イ 1,312,555,004

△692,690,422 619,864,582

ウ 241,056,723,633

△106,501,724,450 134,554,999,183

エ 474,967,595

△329,815,301 145,152,294

オ 2,942,872,229

△1,473,688,647 1,469,183,582

99,810,566

△50,212,167 49,598,399

188,824,999,875

565,344,927,765

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負 担 金

収 益 化 累 計 額

カ
そ の 他
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

未 払 費 用

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

40,437,674,908

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

流 動 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債



         資  本  の  部

６ 110,502,043,974

７

（１）

ア 4,799,387,905

イ 18,358,955,727

33,030,221

23,191,373,853

（２）

2,163,658,706

522,152,606

2,685,811,312

25,877,185,165

136,379,229,139

701,724,156,904

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

国 庫 補 助 金

ウ
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 金



注記

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

当事業年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成し

ている。

（１）固定資産の減価償却の方法

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

     定額法による。

（イ）主な耐用年数

     建物        ８～５０年

     構築物      １０～６５年

     機械及び装置    ６～５０年

     車両及び運搬具   ２～ ６年

     工具器具及び備品  ２～２０年

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

     定額法による。

   ウ リース資産

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（２）引当金の計上方法

  ア 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込み額を計上している。

  イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額に



相当する金額のうち、汚水処理費相当額を計上している。なお、一般会計が負担

すると見込まれる雨水処理費相当額は３１，７６３，６３２円である。

なお、会計基準変更時の差異２，６５９，７５０，１９９円（一般会計が負担

すると見込まれる額６７３，２７０，１０１円を除く。）については、平成２６年

度から５年にわたり均等額を費用処理している。

  ウ 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支払

に備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度

の負担に属する額を計上している。

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

 ア 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

なお、控除対象外消費税額は、当事業年度の費用として処理し、特定収入仮払

消費税額については長期前受金と相殺している。

 ２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

重要な非資金取引

 （１）現物出資の受入れによる資産の取得

   当事業年度、新たに計上した現物出資の受入れによる資産の取得額は次のとおり

である。

   構築物   ８７４，９９２，０９０円

 （２）ファイナンス・リース取引による資産の取得

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、

それぞれ次のとおりである。

リース資産  ６６，０５０，１３５円

リース債務  ７０，７０６，０７１円

３ 貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。 ）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は



１５４，８６５，６２６，０００円である。

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。

 （３）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理

  平成２６年３月３１日において、償却資産の取得または改良に充てるための補助

金等で現に資本剰余金として整理している額のうち、該当資産との対応関係の把握

が不可能であったものについては、現存する資産（補助金等が充当されていないこ

とが明らかな資産を除く。）を対象とし、補助金充当率を用いた按分により整理して

いる。

４ セグメント情報に関する注記

 川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営しており、事業全体をもって

単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。

 ５ リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

   １年内  ２４，９８０，８８７円

   １年超  ４１，９９６，５１７円

    計   ６６，９７７，４０４円

 ６ その他の注記

（１）長期継続契約に係るリース債務

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおりで

ある。

  短期リース債務  １２，９１４，７１８円

  長期リース債務  ４７，７４７，８３１円

（２）退職給付引当金の目的使用による取り崩し

  当事業年度において、職員の退職手当として４３５，８９９，４９０円を支給す

るため、退職給付引当金３４４，７９６，４９７円を取り崩し、一般会計から雨水

処理負担金として９１，１０２，９９３円を繰り入れている。


